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○取手市地域集会所建設等補助金交付要綱 

平成１６年３月３０日 

告示第４５号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，地域住民で組織する自治会，町内会又はこれに準ずる組織（以下「自

治組織」という。）が自主的に建設し，維持し，及び整備する地域の集会所について，市

が建設，維持又は整備に要する費用の一部を予算の範囲内において補助することにより，

地域におけるコミュニティの振興を図り，もって市民参加によるまちづくりに資するため，

取手市補助金等交付規則（昭和４３年規則第２３号）に定めるもののほか，必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1)集会所 主として地域住民の集会の用に供する建築物をいう。 

(2)新築 新たに集会所を建設し，又は取得することをいう。 

(3)改築 既存の集会所の全部を除去し，新たに建築し，又は取得することをいう。 

(4)増築 既存の集会所の床面積を増加させることをいう。 

(5)修繕 既存の集会所の床面積に変動を生じさせることなく，集会所の維持管理上必要と

認められる補修を行うことをいう。 

(6)大規模修繕 耐震診断（取手市木造住宅耐震補強補助金交付要綱（平成２１年告示第１

２７号）第２条第２号に規定する耐震診断をいう。）の結果，耐震改修工事（同条第４

号に規定する耐震改修工事をいう。）が必要とされた場合における当該耐震改修工事を

含む工事をいう。 

(7)外構工事 駐車場，駐輪場，門，さく，塀その他これらに類する工事をいう。 

(8)建築設備等 建築物に設置する電気，ガス，給水，排水，換気，消火，排煙，汚水処理

その他の施設で，建築物と一体として効用を全うするものをいう。 

(9)用地取得 集会所の用に供することを目的として土地を取得することをいう。 

（補助対象事業等） 

第３条 この要綱の規定により補助金の交付の対象となる事業及び費用は，次の各号に掲げ

る事業に応じ，それぞれ当該各号に定めるものとする。 

(1)集会所建設事業 次に掲げる工事に要する費用（設計料及び建築設備等に係る工事に要
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する費用を含む。） 

ア新築工事（工事に係る延床面積が５０平方メートル以上の工事に限る。以下同じ。） 

イ改築工事（工事に係る延床面積が５０平方メートル以上の工事に限る。以下同じ。） 

ウ増築工事 

(2)集会所整備事業 次に掲げる工事に要する費用（前号の事業として行う建築設備等に係

る工事を除く。） 

ア集会所（建設後１０年以上経過したものに限る。）の修繕 

イ当該集会所の用に供する土地の整地に係る工事 

ウ外構工事 

エ建築設備等に係る工事 

(3)集会所大規模修繕事業 集会所（建設後１０年以上経過したものに限る。）の大規模修

繕に要する費用 

(4)集会所用地取得事業 次に掲げる土地の取得に要する費用（この要綱の規定による補助

金の交付を受けて集会所用地として取得した土地に代わり，新たに集会所の土地を取得

する場合を除く。ただし，公共事業の用に供するため集会所を移転する場合における土

地の取得にあっては，この限りでない。） 

ア３年以内に建設する集会所の用に供する土地 

イ既に集会所が建設されている土地 

(5)集会所維持事業 集会所の用に供する土地及び集会所の建物に係る賃借料の支払に要

する費用 

２ 前項第１号の集会所建設事業（新築工事に係る部分に限る。）に対する補助金は，一の

自治組織につき１棟に限るものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず，次に掲げる費用については，この要綱の規定による補助対

象費用から除く。ただし，市長がやむを得ない事情があると認める場合にあっては，この

限りでない。 

(1)既存の集会所の解体に要する費用 

(2)害虫の駆除に要する費用 

(3)畳の張替えに要する費用 

(4)備品等の購入に要する費用 

(5)一般事務に要する費用 

(6)その他補助対象事業の直接的費用と認められない費用 
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４ 移転に係る補償，損害賠償，保険等により費用が補塡されるときは，第１項各号に掲げ

る事業に要した費用から当該補塡される額を減じて得た額を補助対象費用とする。 

（補助金の額及び補助率） 

第４条 前条第１項の規定による補助金の交付の対象として市長が認める場合において，当

該事業に対し市長が交付する補助金の額は，次の各号に掲げる事業の区分に応じ，それぞ

れ当該各号に定める額とする。この場合において，補助金の額に１，０００円未満の端数

が生じたときは，その端数を切り捨てるものとする。 

(1)集会所建設事業 新築工事及び改築工事にあっては当該工事に要する費用（公共事業の

用に供するため集会所を移転する場合にあっては，当該工事に要する費用から当該公共

事業に係る建物の移転料に対する補償金（既存の集会所の解体工事に係る補償金を除

く。）を減じた額）の２分の１の額又は１，０００万円のいずれか少ない額，増築工事

にあっては当該工事に要する費用の２分の１の額又は４６０万円のいずれか少ない額。

ただし，１平方メートル当たりの建築単価は，木造の場合にあっては１６万円以内，非

木造の場合にあっては２２万円以内を限度として算出する。 

(2)集会所整備事業 前条第１項第２号の工事に要する費用から１０万円を減じた額の２

分の１の額又は１００万円のいずれか少ない額 

(3)集会所大規模修繕事業 前条第１項第３号の大規模修繕に要する費用から１０万円を

減じた額の２分の１の額又は３００万円のいずれか少ない額 

(4)集会所用地取得事業 前条第１項第４号の費用（公共事業の用に供するため集会所を移

転する場合にあっては，当該土地の取得に要する費用から当該公共事業に係る土地に対

する補償金を減じた額）の２分の１の額又は９００万円のいずれか少ない額 

(5)集会所維持事業 前条第１項第５号の賃借料の２分の１の額又は６万円のいずれか少

ない額 

２ 前項第１号の規定にかかわらず，この要綱の規定による補助金以外に，国，地方公共団

体その他の団体からの補助（以下この項において「他団体補助」という。）を直接又は間

接に受けて集会所建設事業を行う場合におけるこの要綱の規定による補助金の額は，同号

の規定により算出された額から他団体補助による額を減じて得た額とする。 

（補助金の申請） 

第５条 補助金の交付を受けようとする自治組織の代表者（以下「申請者」という。）は，

事業を着工する前に，取手市地域集会所建設等補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲

げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 
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(1)補助金の交付の対象となる事業に係る収支予算書 

(2)別表第１の左欄に掲げる区分に応じ，それぞれ当該右欄に掲げる書類 

（補助金交付予定額の決定） 

第６条 市長は，前条の規定による申請を受けたときは，補助金の交付に関しその適否を審

査し，適当であると認めたときは，交付予定額を決定し，当該予定額を申請者に通知する

ものとする。 

２ 市長は，前項の審査の結果，補助金の交付が不適当であると認めたときは，その旨及び

理由を申請者に通知するものとする。 

３ 市長は，第１項の審査に当たっては，必要に応じ現地調査その他必要な調査を行い，又

は必要と認められる書類の提出を求めることができる。 

（事業計画の変更） 

第７条 前条第１項の規定により補助金の交付予定額の決定に係る通知を受けた申請者（以

下「補助金交付予定者」という。）は，第５条に規定する申請書その他書類の記載事項の

全部又は一部を変更しようとするときは，取手市地域集会所建設等事業費補助金計画変更

申請書（様式第２号）を市長に提出し，その承認を受けなければならない。 

（事業実績報告書） 

第８条 補助金交付予定者は，事業完了後速やかに，取手市地域集会所建設等事業費補助金

実績報告書（様式第３号）に次に掲げる書類を添え，市長にその実績を報告しなければな

らない。 

(1)補助金の交付の対象となる事業に係る収支決算書 

(2)別表第２の左欄に掲げる区分に応じ，それぞれ当該右欄に掲げる書類 

（検査及び補助金の決定） 

第９条 市長は，前条に規定する実績報告書その他書類の提出を受けたときは，速やかにそ

の内容を審査するとともに，竣工検査その他必要な検査を行い，適当であると認めたとき

は，交付すべき補助金を確定し，補助金交付予定者に通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第１０条 前条の規定による補助金の確定に係る通知（以下「補助金確定通知」という。）

を受けた者は，補助金の交付を請求しようとするときは，取手市地域集会所建設等補助金

交付請求書（様式第４号）により市長に補助金を請求するものとする。 

２ 市長は，前項の規定による請求を受けたときは，速やかにその内容を審査し，適当と認

めるときは，当該請求を行った者に補助金を交付するものとする。 
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（指導助言） 

第１１条 市長は，集会所の建設等に当たっては，申請者に必要に応じ指導助言を行うこと

ができる。 

（補助金交付の制限等） 

第１２条 既に補助金の交付を受けたことのある集会所にあっては，今回補助金の交付を受

けようとする別表第３の左欄に掲げる補助事業の区分に応じ，同表の中欄に定める前回の

補助事業の区分ごとに，同表の右欄に定める年数が経過している場合に限り，この要綱の

規定による補助を行うことができるものとする。ただし，天災その他やむを得ない理由に

より市長が特に必要かつ適当と認める場合にあっては，この限りでない。 

（集会所の譲渡等の制限） 

第１３条 この要綱の規定により補助金の交付を受けた集会所は，次の各号に掲げる区分に

応じ，補助金確定通知が行われた日から起算して当該各号に定める期間の間，譲渡し，交

換し，貸付けを行い，及び担保等に供してはならない。ただし，市長が特に認める場合に

あっては，この限りでない。 

(1)集会所建設事業（新築工事・改築工事） ２５年間 

(2)集会所建設事業（増築工事） １０年間 

(3)集会所整備事業 ５年間 

(4)集会所大規模修繕事業 １０年間 

２ この要綱の規定により補助金の交付を受けて取得した集会所の土地については，譲渡し，

交換し，貸付けを行い，及び担保等に供してはならない。ただし，現在の土地に代わり集

会所の土地を新たに取得する場合その他市長が特に認める場合にあっては，この限りでな

い。 

（交付決定の取消し） 

第１４条 市長は，補助金の交付に係る決定を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると

きは，当該決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1)偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2)補助金を他の用途に使用したとき。 

(3)第７条に規定する事業計画の変更が行われたとき。 

(4)第９条の規定による補助金の額の確定の結果，補助金の額が過大であったと認められる

とき。 

(5)前各号に掲げるもののほか，この要綱の規定並びに補助金の交付に係る決定の内容及び
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これに付した条件に違反し，又は従わなかったとき。 

２ 前項の規定は，補助金の額の確定があった後においても適用するものとする。 

（補助金の返還） 

第１５条 市長は，前条の規定により補助金の交付に係る決定を取り消した場合において，

当該取消しに係る部分に関し既に補助金が交付されているときは，当該補助金の交付を受

けた者に対し，期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は，市長が別に定める。 

付 則 

１ この要綱は，平成１６年４月１日から施行する。 

２ この要綱の規定に基づき平成１９年３月３１日までに集会所に係る工事を着工する者の

うち，この要綱の規定に基づく集会所用地取得事業に係る補助金の交付を受けない者であ

って，かつ，次の表の左欄に掲げる補助の対象の要件を満たす者は，この要綱の規定にか

かわらず，この要綱第４条の規定に基づく補助金の額又は次の表の右欄に掲げる補助金の

額のいずれかを選択し，市長に対しあらかじめ申し出ることにより，当該選択した額の交

付を受けることができる。 

補助の対象 補助金の額 

(1) 新築工事 

(2) 改築工事 

当該工事に要する費用（設計料及び外構工事並びに係る工事

に要する費用を除く。）の２分の１の額。ただし，次に掲げ

る基準を限度として算出する。 

ア １平方メートル当たりの建築単価 標準工事費以内 

イ 延床面積 １６５平方メートル以内 

備考 

(1) この表における「標準工事費」とは，公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）第

７条第４項に規定する標準工事費（第１種住宅で用地取得造成費を除き，平方メート

ル当たりの単価に換算して算出した額）をいう。 

(2) 新築工事及び改築工事にあっては，延床面積が５０平方メートル以上のものに限る。 

付 則（平成１７年告示第３０号） 

この要綱は，平成１７年４月１日から施行する。 

付 則（平成１９年告示第８８号） 

この要綱は，平成１９年４月１日から施行する。 
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付 則（平成２１年告示第２０８号） 

この要綱は，平成２２年４月１日から施行する。 

付 則（平成２４年告示第２６号） 

この要綱は，平成２４年４月１日から施行する。 

付 則（平成２６年告示第６４号） 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際，現に申請が行われている集会所に係る補助金の交付については，

なお従前の例による。 

付 則（平成２９年告示第５８号） 

（施行期日） 

１ この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第４条の規定は，この要綱の施行の日以後の申請に係る補助金の交付について

適用し，同日前の申請に係る補助金の交付については，なお従前の例による。 

付 則（令和３年告示第３６号） 

（施行期日） 

１ この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の取手市地域集会所建設等補助金交付要綱の規定は，この要綱の

施行の日以後の申請に係る補助金の交付について適用し，同日前の申請に係る補助金の交

付については，なお従前の例による。 

付 則（令和４年告示第７３号） 

この要綱は，令和４年４月１日から施行する。 

別表第１（第５条関係） 

事業名 添付書類 

集会所建設事業 (1) 設計図書 

(2) 建築確認済証の写し 

(3) 建築（工事前）の敷地の写真 

(4) 土地賃貸借契約書の写し又は土地所有者の同意書 
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(5) 建築工事請負契約書の写し 

(6) その他市長が必要と認めるもの 

集会所整備事業 (1) 見積書又は工事等内訳書 

(2) 工事等契約書の写し 

(3) 工事等前の写真 

(4) 位置図 

(5) その他市長が必要と認めるもの 

集会所大規模修繕事業 (1) 見積書又は工事等内訳書 

(2) 工事等契約書の写し 

(3) 工事等前の写真 

(4) 位置図 

(5) 耐震改修工事を含む場合にあっては，耐震診断結果報告書及

び補強計画書の写し 

(6) その他市長が必要と認めるもの 

集会所用地取得事業 (1) 土地取得契約書の写し 

(2) 土地の登記事項証明書 

(3) 位置図及び公図 

(4) その他市長が必要と認めるもの 

集会所維持事業 (1) 土地賃貸借契約書の写し 

(2) 位置図 

(3) その他市長が必要と認めるもの 

別表第２（第８条関係） 

事業名 添付書類 

集会所建設事業 (1) 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に規定する検査済

証の写し 

(2) 請求書の写し 

(3) 領収書の写し 

(4) 建築工事の中間写真及び竣工写真 

(5) その他市長が必要と認めるもの 

集会所整備事業 (1) 請求書の写し 

(2) 領収書の写し 
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(3) 建築工事の中間写真及び竣工写真 

(4) その他市長が必要と認めるもの 

集会所大規模修繕事業 (1) 請求書の写し 

(2) 領収書の写し 

(3) 建築工事の中間写真及び竣工写真 

(4) 耐震改修工事を含む場合にあっては，工事後の耐震診断結果

報告書の写し 

(5) その他市長が必要と認めるもの 

集会所用地取得事業 (1) 請求書の写し 

(2) 領収書の写し 

(3) 土地の登記事項証明書（所有権移転登記後のもの） 

(4) その他市長が必要と認めるもの 

集会所維持事業 (1) 請求書の写し（賃貸借契約その他継続的な契約に基づく請求

及び支払であって，当該支払に係る請求書が存しない場合にあっ

ては，当該支払に係る契約書の写し） 

(2) 領収書の写し 

(3) その他市長が必要と認めるもの 

備考 領収書の写しについては，工事代金の支払が補助金の交付を受ける日以後となる場

合にあっては，当該補助金の交付を受けた日から３０日以内に提出することをもって足

りる。 

別表第３（第１２条関係） 

今回の補助事業の区

分 

前回の補助事業の区分 再度の補助が可能な経過年数 

集会所建設事業（改築

工事） 

集会所建設事業（新築工事・改築工

事） 

２５年 

集会所建設事業（増築工事） 

集会所大規模修繕事業 

１０年（ただし，新築・改築から

２５年を経過したものに限り補助

を認めるものとする。） 

集会所整備事業 ５年（ただし，新築・改築から２

５年を経過したものに限り補助を

認めるものとする。） 
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集会所建設事業（増築

工事） 

集会所整備事業 

集会所大規模修繕事

業 

集会所建設事業（新築工事・改築工

事・増築工事） 

集会所大規模修繕事業 

１０年 

集会所整備事業 ５年 

備考 必要経過年数の期間は，補助金確定通知を行った日から起算するものとする。 
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